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笠間市立病院経営強化プランの点検・評価 

 

総務省の「公立病院改革ガイドライン」に基づき策定した「第１次笠間市立病院改革プラン」（Ｈ21～Ｈ23）、

笠間市独自に策定した「第２次笠間市立病院改革プラン」（H24～H26）が終了し、引き続き独自に策定した「第

３次笠間市立病院改革プラン」（H27～Ｈ29）の期間中に、総務省の「新公立病院改革ガイドライン」及び「茨城

県地域医療構想」が示されたことに伴い、第３次笠間市立病院改革プラン改訂版を策定しました。 

第３次改革プラン改訂版は、計画期間が平成 29 年度（2017 年度）から令和２年度（2020 年度）までとなって

おりますが、令和 2 年夏頃を目処に国で「新公立病院ガイドライン」を改定し、各公立病院に対して、令和 3 年

度以降の更なる改革プランの策定を要請することとなっていました。しかし、国が社会を取り巻く状況を踏まえ

ガイドラインの改定を延期しました。 

その後、総務省から令和４年３月に公立病院経営強化ガイドラインが示され、令和６年３月に「笠間市立病

院経営強化プラン」を策定いたしました。令和７年度はプランにおける計画値と令和７年度の実績値との比較

により点検・評価を行いました。 

 

【市立病院内部における点検・評価】 

 

Ⅰ　経営効率化に係る計画 

１　数値目標 

 

※ 経常収支比率　：　（医業収益＋医業外収益）／（医業費用＋医業外費用）×100 
※ 職員給与費比率　：　職員給与費／医業収益×100 
※ 病床利用率　：　１日平均入院患者数／許可病床数(30)×100 

 

 

 

 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ７年度

（実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （計画） （実績）

93.8 85.5 96.9 99.3 97.7 93.0 90.9 94.9 94.2 3.3 -0.7 

56.0 55.3 56.3 55.2 54.3 62.1 64.9 65.9 64.1 -0.8 -1.8 

79.5 89.0 86.2 89.1 85.6 85.4 87.2 87.0 86.7 -0.5 -0.3 

１日当たり 入院 23.9 26.7 25.9 26.7 25.7 25.6 26.1 26.1 26.0 -0.1 -0.1 

患者数（人） 外来 101.6 104.0 89.0 98.1 104.2 98.0 100.4 104.3 105.6 5.2 1.3 

1人１日当たり 入院 24,969 29,470 31,419 30,817 32,412 31,376 32,812 32,500 35,130 2,318 2,630 

収入（円） 外来 12,877 11,052 13,027 14,058 13,616 12,990 12,789 14,000 12,755 -34 -1,245 

経常収支比率（％）

職員給与費比率（％）

病床利用率（％）

項　　　目 前年比 計画比
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２　目標達成に向けての具体的取組 

（１）医療機能の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

取 組 項 目 

（計画）

ア．病床機能の検討 

地域ニーズに対応し、診療報酬改定の動向を鑑みながら、最適な病床毎の入院料を検討していき

ます。具体的には、30 床病床のうち、現在 18 床で運用している地域包括ケア病床の割合を増や

すことを検討していきます。

 
令和７年度 

(実績)

病床の割合を検討し、５月から３０床の全てを地域包括ケア病床とした。 
１０床増分したことにより、より充実したケアが出来た。

 
今後の取組・

課題等

患者に対するケアや人員配置を考慮しながら、収益的にも効果的な現状を維持してい

く。

 

取 組 項 目 

（計画）

イ．高齢化対策 

進展する高齢化に対応するため、訪問診療、訪問看護、訪問リハビリテーションを積極的に推

進します。 

「認知症初期集中支援チーム」のメンバーとして、認知症の早期診断・早期対応に向けた支援

体制を構築し、地域で暮らす高齢者を介護・福祉・医療などさまざまな面から総合的な支援に努め

ます。

 

令和７年度 
(実績)

訪問診療、訪問看護、訪問リハビリテーションにおいてそれぞれ令和６年度よりも患者

数を増やし、高齢者のケアを推進した。 
認知症初期集中支援チームの会議を第１・第３月曜日に実施し、情報共有と自宅訪問や

医療につなげる活動を継続した。 
高齢者の在宅支援として、リハビリテーションのセラピストは、高齢福祉課や保険年金

課とも協働し、住宅改修後点検調査（１５件）、ケアプラン点検（６事例）、フレイル予

防や認知症予防の講話（４回）を行った。

 
今後の取組・

課題等

老々介護の対策、独居高齢者の退院後の療養先について、多職種連携介入を行っていく

必要がある。 
課題として、在宅療養困難者の増加や施設入所困難ケースが増えてきている。

 

取 組 項 目 

（計画）

ウ．医療従事者等の確保 

筑波大学との連携による「かさま地域医療教育ステーション推進事業」を継続し、さらに連携を

深め常勤医師を確保します。 

同時に、長期的な病院経営を維持するために常勤医師（正職員）の確保に努めます。 

また、在宅医療を積極的に推進するため、看護師、リハビリテーションスタッフの確保を目指しま

す。

 
令和７年度 

(実績)
筑波大学の寄附講座事業により指導医２名を確保し、専攻医の受け入れも行った。

 
今後の取組・

課題等
在宅医療の推進のため、訪問診療等の患者数を増やすと共にスタッフの確保に努める。



 

- 3 -

 

 

 
 
 

（２）経営の健全化 

 

 

 

 

 

 

 

取 組 項 目 

（計画）

エ．地域医療連携体制の強化 

県立中央病院をはじめとする市内医療機関との連携強化を行い、急性期を脱した患者の在宅

復帰までの療養（回復期）の受入れを行います。また、在宅療養や介護施設等での容態悪化時の

受入れ機能を強化します。 

訪問看護ステーションでは在宅医療の強化により、当院で療養した患者のみならず、他の医療

機関利用者からの紹介にも積極的に対応します。

 

令和７年度 
(実績)

毎週木曜日に県立中央病院ラウンド（医師、看護師、MSW）を実施し、転院依頼のあっ
た患者の状態や患者、家族の意向を確認して転院調整を行った。 
毎月第３木曜日、緩和ケア地域連携カンファレンスに参加し、癌患者の地域連携を図っ

た。また、転院や訪問診療依頼のあった患者のその後の情報を共有した。 
訪問看護ステーションでは、当院患者だけではなく、他の医療機関からの患者も積極的

に対応した。

 
今後の取組・

課題等

県立中央病院をはじめ、近隣の病院からの転院患者受け入れ（ポストアキュート）や施

設入所中、在宅療養中の患者の緊急入院、レスパイト受け入れ（サブアキュート）を積

極的に行っていく。

 

取 組 項 目 

（計画）

ア．病床利用率の向上と平均在院日数の短縮 

県立中央病院との定期的な医療カンファレンスにより、回復期・亜急性期患者受入れを推進し、病

床利用率の向上に努めるとともに、入院診療計画書の徹底やソーシャルワーカーによる退院調整

管理の徹底により、平均在院日数の短縮を図ります。

 
令和７年度 

(実績)

県立中央病院に毎週木曜日にラウンドし、紹介患者や転院患者の病室を直接訪問し、患

者や家族の意向を確認した。平均在院日数は一般病床の施設基準を満たすことができ

た。

 
今後の取組・

課題等

地域包括ケア病床において、退院調整が困難なケースがあり、長期入院となることがあ

る。

 
取 組 項 目 

（計画）

イ．外来患者数の維持 

　地域の診療所と役割の分担を行いながら、専門外来を充実させ、外来患者数を維持し続けま

す。

 
令和７年度 

(実績)

地域に密着した医療を実践し、禁煙外来や飲酒量低減外来も充実させ、外来患者数を維

持した。

 
今後の取組・

課題等

感染症流行時の対応として、発熱外来の受入人数を増すための対策を検討する必要があ

る。
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取 組 項 目 

（計画）

ウ．在宅医療 

訪問診療・訪問看護及び訪問リハビリテーションの推進を図るため、人員増など体制を充実さ

せ、それぞれの件数について毎年の増加を図ります。

 

令和７年度 
(実績)

訪問診療は、火曜日を２班体制としたことにより、患者数が増となった。 
訪問看護は、病棟から看護師を１名異動し、５名体制となったことにより、患者数が増

となった。 
訪問リハビリについては、病棟セラピストと連携し、自宅への退院直後から切れ目なく

フォローできるよう介入したことにより、患者数の増加に繋がった。

 
今後の取組・

課題等

全床を地域包括ケア病床としたことを踏まえ、効果的人員配置を行いながら病棟との連

携を強化し、件数の増加を図る。

 

取 組 項 目 

（計画）

エ．適正な診療報酬の請求及び施設基準取得の確認 

　診療報酬請求事務の改善やレセプトの点検強化、返戻レセプト等の内容確認により、請求漏れ

や査定減の防止を図り、適正な診療報酬の請求に努めます。 

　また、現在取得の施設基準を再確認し、取得可能な基準は新たに届出を行います。

 

令和７年度 
(実績)

毎月の管理会議において返戻・査定の状況報告をし、共通認識し適正な診療報酬請求に

努めた。 
「地域包括ケア病棟入院料１（全床を地域包括ケア病床に変更するもの）」、「入退院支

援加算１」及び「総合機能評価加算」の施設基準を新たに届出を行い取得した。

 
今後の取組・

課題等

施設基準の届出は専門性が強く、病院職員の各分野での確認が必要であり、取り漏れの

ない様にしなければいけない。

 

取 組 項 目 

（計画）

オ．収入確保と経費の削減 

各種ワクチン接種の料金や診断書料金などを確認し、適正な収入を確保します。また、委託料・

賃借料の見直しを行い、医薬品や診療材料については、在庫管理の再点検を実施するとともに、

採用医薬品の絞込みや後発医薬品（ジェネリック医薬品）の採用拡大に努めます。

 
令和７年度 

(実績)
毎月実施の業務管理委員会において医薬品の採用など協議し適正な購入を行った。

 
今後の取組・

課題等

時期により全国的に医薬品が品薄な状況があり、在庫管理が難しく、薬品業者との調整

が必要となることがある。
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（３）院内組織体制の強化 

 

 

 

 

 

 

 

　その他 

　総務省から令和４年３月に公立病院経営強化ガイドラインが示され、笠間市立病院では令和６年３月に「笠間市立病

院経営強化プラン」を策定いたしました。計画期間は令和６年度から令和９年度までで、本プランに従い経営の強化を

実践いたします。

 
取 組 項 目 

（計画）

ア．交流事業の推進　 

県立中央病院との教育を重視した人事交流を行うことにより、スタッフのレベルアップと組織体

制の強化を図ります。

 

令和７年度 
(実績)

県立中央病院と１名ずつの相互人事交流を実施した。当院から県へ派遣した看護師は、

整形外科で術前術後の管理やリハビリテーション看護を学んだ。一方、県から受け入れ

た看護師は、急性期以降の亜急性期看護や在宅医療へ繋ぐ看護を学び、退院に向けた家

族指導を実践した。この交流により、急性期から在宅まで切れ目なく「つなぐ看護」の

視点とスキルを互いに共有し、地域医療の連携強化に貢献する成果を得た。

 
今後の取組・

課題等
今後も県立中央病院との人事交流を継続的に行い、専門職のレベルアップを図る。

 
取 組 項 目 

（計画）

イ．スキル向上 

医療現場における職員の質やスキルの向上のため、各種研修会等へ参加し医療の充実及び

効率化を図ります。

 

令和７年度 
(実績)

１３名の看護師が研修を受講した。内容は看護協会主催の看護管理者、医療安全、感染

管理、認知症、身体抑制に関する研修のほか、日本褥瘡学会集会への参加や看護必要度

院内指導者研修など多岐にわたる。各受講者は研修終了後に院内で伝達講習を行い、学

んだ専門知識や技術などを他のスタッフへ共有・周知した。この組織的な取組を通じて、

看護の専門性を高めるとともに、病院全体の看護の質向上に努めた。

 
今後の取組・

課題等
職員の質向上、個人のスキルアップのため、研修受講を継続する。

 

取 組 項 目 

（計画）

ウ．医療従事者等の負担軽減 

医師等に代わり対応可能な業務については、医師事務作業補助者や特定行為看護師などが

行い、負担軽減を図ります。 

また、業務委託についても検討します。

 
令和７年度 

(実績)
医師事務作業補助者を引き続き任用し医師業務の負担軽減を図った。

 
今後の取組・

課題等

その他の業務については、委託可能な業務を検討する。しかしながら、業務委託により

業務の軽減にはつながるが、経費が増してしまうため、費用対効果を検証したうえで慎

重に業務委託に移行する必要がある。



３ 収支計画 

a 686,981 771,250 790,014 867,319 854,652 775,242 816,197 819,254 862,874 46,677 43,620 

536,699 566,357 578,373 634,501 648,716 603,773 625,296 652,196 659,524 34,228 7,328 

217,428 288,067 296,656 300,678 303,834 294,305 313,162 327,624 333,420 20,258 5,796 
全床地域包括ケア病床化で単価
増

319,271 278,290 281,717 333,823 344,882 309,468 312,134 324,572 326,104 13,970 1,532 外来人数の増

150,282 204,893 211,641 232,818 205,936 171,469 190,901 167,058 203,350 12,449 36,292 
室料+2,117、公衆衛生+9,195、訪
ﾘﾊ+3,231、その他+21,357

67,223 71,737 78,850 80,427 79,893 46,248 46,531 47,035 50,521 3,990 3,486 休日夜間診療関係の増

73,402 111,574 165,983 76,060 65,356 82,714 77,870 77,759 81,266 3,396 3,507 

56,001 73,077 145,938 47,157 48,105 69,594 65,610 68,160 69,444 3,834 1,284 

0 0 4,172 13,239 1,200 908 96 0 1,893 1,797 1,893 
物価高騰・賃上げ等対策関係補
助金

17,401 38,497 15,873 15,664 16,051 12,212 12,164 9,599 9,929 -2,235 330 

(A) 760,383 882,824 955,997 943,379 920,008 857,956 894,067 897,013 944,140 50,073 47,127 

ｂ 775,020 955,432 836,337 898,449 886,359 869,946 924,226 890,696 927,422 3,196 36,726 

ｃ 384,498 426,769 444,929 478,966 464,050 481,220 529,960 539,541 553,452 23,492 13,911 人件費の増（給与改定）

120,370 123,917 132,003 130,197 135,330 128,910 137,625 126,196 132,397 -5,228 6,201 高額予防接種ﾜｸﾁﾝ、物価上昇

147,008 145,466 158,836 178,533 169,898 150,630 153,847 143,121 133,177 -20,670 -9,944 
賃借+1,494、通信運搬+1,609、委
託+2,287、負担金△19,035（医業
外に科目変更）

95,999 83,740 83,716 84,287 86,119 80,390 72,225 80,670 79,012 6,787 -1,658 

27,145 175,540 16,853 26,466 30,962 28,796 30,569 1,168 29,384 -1,185 28,216 
計画上給与費の児童手当
(4,360)、退職手当負担金(24,419)
の実績計上は当該科目

35,337 77,584 150,700 51,478 55,458 52,302 59,812 54,433 75,257 15,445 20,824 

2,552 6,576 1,606 1,596 1,594 1,764 1,698 1,469 1,867 169 398 

32,785 71,008 149,094 49,882 53,864 50,538 58,114 52,964 73,390 15,276 20,426 
計画上負担金計上の寄附金
(19,000)の当該科目への変更、病
児保育給与費の増

(B) 810,357 1,033,016 987,037 949,927 941,817 922,248 984,038 945,129 1,002,679 18,641 57,550 

(C) -49,974 -150,192 -31,040 -6,548 -21,809 -64,292 -89,971 -48,116 -58,539 31,432 -10,423 

(D) 745 0 316 1225 5181 1435 0 0 1020 1,020 1,020 賞与引当金戻入益

(E) 0 272 2,536 37 33 0 0 0 0 0 0 

(F) 745 -272 -2,220 1,188 5,148 1,435 0 0 1,020 1,020 1,020 

-49,229 -150,464 -33,260 -5,360 -16,661 -62,857 -89,971 -48,116 -57,519 32,452 -9,403 

(G) 460,490 610,954 644,214 649,574 666,235 62,857 152,828 819,750 210,347 57,519 -609,403 

(ｱ) 321,056 349,521 386,070 439,599 469,420 455,588 436,787 434,735 418,716 -18,071 -16,019 預金の減

(ｲ) 139,436 93,522 110,396 121,042 114,877 114,582 140,995 137,650 132,129 -8,866 -5,521 企業債の減

(ｳ) 0 0 0 0 

(ｴ) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

差引
不　　良　　債　　務
｛(ｲ)-(ｴ)｝-｛(ｱ)+(ｳ)｝

(ｵ) -181,620 -255,999 -275,674 -318,557 -354,543 -341,006 -295,792 -297,085 -286,587 9,205 10,498 

(％) 93.8 85.5 96.9 99.3 97.7 93.0 90.9 94.9 94.2 3.3 -0.7 給与費、材料費の増

(％) -26.4 -33.2 -34.9 -36.7 -41.5 -44.0 -36.2 -36.3 -33.2 3.0 3.1 流動資産の減

(％) 88.6 80.7 94.5 96.5 96.4 89.1 88.3 92.0 93.0 4.7 1.0 医業収益の増

(％) 56.0 55.3 56.3 55.2 54.3 62.1 64.9 65.9 64.1 -0.8 -1.8 
給与費増に対し医業収益の増が
大

（H） -181,620 -255,999 -275,674 -318,557 -354,543 -341,006 -295,792 -297,085 -286,587 9,205 10,498 

(％) - - - - - - - - - - -

(％) 79.5 89.0 86.2 89.1 85.6 85.4 87.2 87.0 86.7 -0.5 -0.3 

　（１） 収益的収支計画 （単位：千円）

1．医業収益

　(1)料金収入

　　　入院収益

　　　外来収益

　(2)その他

　　　うち他会計負担金

2．医業外収益

　(1)他会計負担金・補助金

　(2)国（県）補助金

　(3)その他

　経　　常　　収　　益

1．医業費用

　(1)職員給与費

　(2)材料費

　(3)経費

　(4)減価償却費

　(5)その他

2．医業外費用

　(1)支払利息

　(2)その他

　経　　常　　費　　用

　経　常　損　益　(A)－(B)

1．特　別　利　益

2．特　別　損　失

　特　別　損　益　(Ｄ)－(Ｅ)

　純　　　損　　　益　　　　　(C)＋(F)

累 積 欠 損 金

流　　　動　　　資　　　産

流　　　動　　　負　　　債

　　う ち 一 時 借 入 金

翌 年 度 繰 越 財 源等

当年度同意等債で未借入
又は未発行の額等

経 常 収 支 比 率 (A)/(B)×100

不 良 債 務 比 率 (ｵ)/ a ×100

医 業 収 支 比 率  a / b ×100

職員給与費対医業収支比率 c/a×100

地方財政法施行令第19条第1項
により算出した資金の不足額

資 金 不 足 比 率  (H)/a ×100

病 床 利 用 率

　　　　　　　　　　　　　　　　　年　度
　区　分

30年度
(実績)

元年度
(実績)

2年度
(実績)

3年度
(実績)

4年度
(実績)

5年度
(実績)

6年度
(実績)

7年度
(計画)

7年度
(実績)

前年比 計画比 計画比の増減理由

特
別
損
益

不

良

債

務

収

入

支

出
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0 0 0 7,000 16,200 2,800 29,700 24,000 3,900 -25,800 -20,100 建設改良費の減

9,585 44,901 11,675 25,579 35,949 25,449 51,792 26,171 28,828 -22,964 2,657 建設改良費出資対象の増

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 

40,000 0 4,967 2,750 4,400 2,750 2,499 2,750 0 -2,499 -2,750 医療機器購入なし

0 0 0 0 

(a) 49,585 44,901 16,642 35,329 56,549 30,999 83,991 52,921 32,728 -51,263 -20,193 

(b) 0 0 

(c) 0 0 0 0 

(A) 49,585 44,901 16,642 35,329 56,549 30,999 83,991 52,921 32,728 -51,263 -20,193 

1,318 7,923 6,955 21,444 39,618 11,905 63,804 57,753 9,366 -54,438 -48,387 器械備品購入費の減

17,355 70,965 20,000 29,666 36,680 41,743 42,279 52,342 48,290 6,011 -4,052 企業債借入実績の減

0 0 

0 0 

(B) 18,673 78,888 26,955 51,110 76,298 53,648 106,083 110,095 57,656 -48,427 -52,439 

(C) -30,912 33,987 10,313 15,781 19,749 22,649 22,092 57,174 24,928 2,836 -32,246 

0 33,987 10,313 15,781 19,749 22,649 22,092 57,174 24,928 2,836 -32,246 

0 0 

0 0 

(E) 0 0 

(D) 0 33,987 10,313 15,781 19,749 22,649 22,092 57,174 24,928 2,836 -32,246 

(E) -30,912 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

-30,912 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

(90,864) (110,135) (193,323) (98,618) (91,690) (61,945) (66,767) (65,000) (68,117) 1,350 3,117 

123,115 144,814 224,788 127,584 120,289 112,569 112,129 115,195 116,758 -4,629 1,563 

12,484 28,200 104,844 22,874 17,101 42,030 36,241 37,332 38,836 -2,595 1,504 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

9,585 44,901 11,675 25,579 35,949 25,449 51,792 26,171 28,828 22,964 2,657 

(90,864) (110,135) (193,323) (98,618) (91,690) (61,945) (66,767) (65,000) (68,117) 1,350 3,117 

132,700 189,715 236,463 153,163 156,238 138,018 163,921 141,366 145,586 18,335 4,220 

 （　　　　　）内は基準外繰入金

　（２） 資本的収支計画 （単位：千円）

1．企　　　 　業　 　　　債

2．他　会　計　出　資　金

3．他　会　計　負　担　金

4．他　会　計　借　入　金

5．他　会　計　補　助　金

6．国　（ 県 ）　補　助　金

7．そ　　　 　の　　　 　他

収 入 計

うち翌年度へ繰り越される
支出の財源充当額

前年度許可債で当年度借入分

   純 計 (a)-｛(b)+(c)｝

1．建　設　改　良　費

2．企　業　債　償　還　金

3．他会計長期借入金返還金

4．その他

支 出 計

差引不足額　(B)－(A)

1．損益勘定留保資金

2．利益剰余金処分額

3．繰 越 工 事 資 金

4．そ　　　の　　　他

計

補てん財源不足額　(C)－(D)

当年度同意等で未借入
又は未発行の額

実 質 財 源 不 足 額　　　 (E)－(F)

　（３） 一般会計等からの繰入金 （単位：千円）

う ち 一 般 会 計 補 助 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　年　度
　区　分

30年度
(実績)

元年度
(実績)

2年度
(実績)

3年度
(実績)

4年度
(実績)

5年度
(実績)

6年度
(実績)

7年度
(計画)

7年度
(実績)

前年比 計画比 計画比の増減理由

支

出

補
て
ん
財
源

　　　　　　　　　　　　　　　　　年　度
　区　分

30年度
(実績)

元年度
(実績)

2年度
(実績)

3年度
(実績)

4年度
(実績)

5年度
(実績)

6年度
(実績)

7年度
(計画)

7年度
(実績)

前年比 計画比 計画比の増減理由

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

合 計

収

入
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